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新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則をここに公布する。 

令和３年７月16日 

新潟県知事  花 角  英 世 

新潟県規則第45号 

新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則の制定 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例（令和３年新潟県条例第28号。以下

「条例」という｡)第２条第１項及び第６条の規定に基づき、必要な事項を定めるものとする。 

（課税免除基準） 

第２条 条例第２条第１項の規則で定める基準は、次のとおりとする。 

(1) 工場等の立地が、当該地域における安定的な雇用機会の拡充等地域社会の発展に寄与するものであること。 

(2) 工場等の立地が、当該地域の土地利用計画、振興に関する計画等に適合するものであり、かつ、当該地域

の産業の発展に支障を来さないものであること。 

(3) 工場等が、公害を発生させるおそれのないもの又は公害の発生を未然に防止するために必要な措置を講じ

ているものであること。 

（課税免除の申請又は申告） 

第３条 条例第２条第１項の規定により県税の課税免除を受けようとするときは、次の表の左欄に掲げる県税の

区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、それぞれ同表の右欄に掲げる申請書又は申告書に別記第１号様式

による事業計画書を添えて所管する地域振興局長に提出しなければならない。 

個 人 事 業 税 課税免除を受けようとする年度に係る

申告書の提出期限 

個人事業税課税免除申請書（別記第２号様式） 

法 人 事 業 税 

 

 

課税免除を受けようとする事業年度の

申告書の提出期限 

法人事業税課税免除適用申告書（中間、確定、修

正)(別記第３号様式） 

法人事業税課税免除適用申告書（予定)(別記第４号

様式） 

不動産取得税 

 

個人にあっては課税免除を受けようと

する不動産を事業の用に供した日の属

する年に係る事業税の申告書の提出期

限、法人にあっては課税免除を受けよ

うとする不動産を事業の用に供した日

の属する事業年度に係る事業税の申告

書の提出期限 

不動産取得税課税免除申請書（別記第５号様式） 

固 定 資 産 税 

 

課税免除を受けようとする年度に係る

申告書の提出期限 

固定資産税課税免除申請書（別記第６号様式） 

２ 地域振興局長は、前項の申請書を受理したときは、これを審査の上、課税免除の可否を決定し、その旨を書

面により申請者に通知するものとする。 

第４条 条例第３条第１項の規定による事業税の課税免除を受けようとする者は、課税免除を受けようとする年

度に係る申告書の提出期限までに、別記第７号様式による個人事業税課税免除申請書を地域振興局長に提出し

なければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による申請があった場合に準用する。 

（承継） 

第５条 合併その他の理由により、工場等の取得等をした者から当該工場等に係る事業を承継した者が条例第２

条に規定する奨励措置を受けようとするときは、事業を承継した日から30日以内に、別記第８号様式により地

域振興局長に届け出なければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（この規則の失効） 

２ この規則は、令和13年３月31日限り、その効力を失う。 

（経過措置） 
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３ 条例附則第３項の規定によりなおその効力を有することとされる旧新潟県過疎地域における工場等の誘致等

に関する条例（平成12年新潟県条例第74号）第２条及び第５条の規定（以下この項において「旧条例の規定」

という｡)に基づく旧新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則（平成12年新潟県規則第136

号）の規定は、同規則の失効後も、旧条例の規定が効力を有する限りにおいて、なおその効力を有する。 

４ 前項に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な経過措置は、別に定める。 
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別記 

第１号様式（第３条関係） 

事業計画書 

 

１ 工場等の名称（新設・増設・その他） 

 

２ 工場等の設置（予定）地 

 

３ 工場等の業種、内容及び能力 

 

４ 工場等の建設期間等 

着 手 ( 予 定 ) 年 月 日 完 了 ( 予 定 ) 年 月 日 事 業 開 始 ( 予 定 ) 年 月 日 

      

 

５ 計画投下固定資産額 

(1) 土 地 
(2) 建物及びその
附属設備 

(3) 租税特別措置法（昭和32年法律第26号）
第12条第３項の表の第１号の中欄又は第45
条第２項の表の第１号の中欄に掲げる事業
の用に供する設備で同法第12条第３項の表
の第１号の下欄又は第45条第２項の表の第
１号の下欄の規定の適用を受けるもののう
ち(2)以外のもの 

合 計 

円 円 円 円 

  

(2)及び(3)の計 円 

 

６ 工場等の取得等に関する計画 別紙１のとおり 

 

７ 便宜供与要望事項 別紙２のとおり 

 

８ この事業計画に係る連絡先 

住所又は所在地   

氏 名 又 は 名 称   

担 当 者 職 氏 名   

電 話 番 号   

 

９ 添付書類 

 (1) 取得等をする工場等の位置図及び配置図 

 (2) 法人にあっては、定款又は寄付行為の写し及び登記事項証明書 



 

4
 

別紙１ 

工場等の取得等に関する計画 

１ 投下する固定資産の内訳 

種 別 項 目 数 量 
価 額 

（円） 
備 考 

土 地 

土 地 代 金       

整 地 費       

そ の 他       

小 計       

建物及びその附属設備 

工 場 等       

事 務 所       

そ の 他       

小 計       

構 築 物         

機 械 及 び 装 置         

船 舶         

航 空 機         

車 両 及 び 運 搬 具         

工具、器具及び備品         

合 計       

公害防止施設に要する費用       

 

２ 雇用計画（常用雇用者数） 

区 分 
取得等をする前の人数 

（ 年 月 日現在） 

事業開始日までの人員計画 事 業 開 始 日 

に お け る 

予 定 人 員 
他 の 工 場 等 

か ら の 転 用 
新 採 用 小 計 

管 理 部 門           

事 業 部 門           

そ の 他           

計           
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３ 工業用水計画 

(1) 水源別工業用水使用量 

単位 ㎥／日 

上 水 道 工業用水道 河 川 水 井 戸 水 そ の 他 回 収 水 海 水 計 

                

 

(2) 使用別工業用水内訳 

単位 ㎥／日 

用途 

区分 
ボイラー 原 料 用 

製 品 

処 理 用 
洗 浄 用 温 調 用 そ の 他 計 

取得等をす

る 工 場 用 
              

既設工場用               

 

４ 公害防止計画 

種 類 発 生 源 程 度 防除方法及び効果 経 費 

騒 音       
円 

振 動         

臭 気         

排 気         

排 ガ ス         

ば い 煙         

排 水         

そ の 他         

 

５ 企業の概要 

  （主たる事業、資本金の額又は出資金の額並びに支店、既設工場等及び事業所の名称、所在地、

事業内容、能力、工程、従業員数等） 

 

６ 取得等をする工場等に係る事業計画及び事業収支見込み 
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別紙２ 

便宜供与要望事項 

 

要望する便宜供与の内容（工事内容等） 期間又は時期 予想金額（円） 
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第２号様式（第３条関係） 

    付 

  受   印            個人事業税課税免除申請書 

 

納
税
義
務
者 

住 所   

屋 号   

電 話 番 号   

ふりがな   
業 種   

氏 名   

課
税
免
除
の
適
用
を
受
け
る
設
備 

名 称     
  

所 在 地       

事業の用に供した日   年  月  日   年  月  日   年  月  日 

課税免除の適用年分 第    年分 第    年分 第    年分 

備

考 

  

 

 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則第３条第１項の規定により、個人事業税の課

税免除を申請します。 

 

  年  月  日  

 

  地域振興局長    様 

 

住 所           

氏 名           

 

注 次の書類を添付すること。 

 １ 事業計画書（別記第１号様式） 

 ２ 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例第２条第１項に規定する設備の取得等をしたこと

を明らかにする書類 

  (1) 所得税法（昭和40年法律第33号）第２条第１項第37号に規定する確定申告書の写し及び同法第149条の

規定による青色申告書に添付すべきこととされている書類の写し 

  (2) 租税特別措置法第12条第５項において準用する同法第11条第３項に規定する特定設備等の償却費の額

の計算に関する明細書 

  (3) 所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号から第７号までに掲げる設備の取得価額の合計

額が過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第24条の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う

措置が適用される場合等を定める省令（令和３年総務省令第31号）第１条第１号イ(1)又は(2)に定める

額以上であることを証する書類 

  (4) その他地域振興局長が必要と認める書類 

 



  

8 

付
表
 

個
人

事
業

税
の
課

税
標

準
の

分
割

に
関

す
る

明
細

書
 

 
 

年
度
 

 
 

氏
名
 

 
 

 
 

設
備
 

の
名
称
 

 
 

事
業
年
度
中
の
月
末
・
期
末

の
従
業

者
数

等
 

 従
業
者
の
従
事
区
分
 

月
末

現
在

の
従
業

者
数

(
ｱ
)
 

期
末
現
在
の

従
業
者
数
 

 
 
(
ｲ
)
 

事
業
税
の

課
税

標
準

 

の
分

割
の

基
礎

 
１ 月 末 

２ 月 末 

３ 月 末 

４ 月 末 

５ 月 末 

６ 月 末 

７ 月 末 

８ 月 末 

９ 月 末 

1
0 月 末 

1
1 月 末 

1
2 月 末 

計 

従
業

者
数

 

 
 
 
(
ｳ
)
 

(
ｳ
)
の
算
式
 

取 得 等 を し た 設 備 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直
接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ①

 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ②
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直
接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ③

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ④
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直
接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ⑤

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ⑥
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直

接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ⑦

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ⑧
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

新
潟
県
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
従
業
者

で
 

①
か
ら
⑥
ま
で
に
掲
げ
る
者
以
外
の
者
 

 
 
 
 
 

 
⑨

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 
 
 
合

 
 
 
 
計
（
⑦
＋
⑧
＋
⑨
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑩

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

注
 
こ
の
付
表
は
、
個
人
事
業
税
課
税
免
除
申
請
書
に

添
付

し
て

２
通

提
出

す
る

こ
と

。
 

 

（
表

）
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記
入
上
の
注
意
 

 
１

 
こ
の
付
表
に
は
、
申
請
者
が
新
潟
県
内
に
有
す

る
事

務
所

又
は

事
業

所
の

従
業

者
の

数
を

記
入

す
る

こ
と

。
こ

の
場
合
に
お
い
て
､
｢
従
業
者
」
の
意
義
は
、
地

方
税

法
施

行
規

則
（

昭
和

2
9
年

総
理
府
令
第
2
3号

）
第
６
条
の
２
の
２
第
１
項
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。
 

 
２

 
①
か
ら
⑥
ま
で
の
(
ｱ
)欄

に
は
、
取
得
等
を
し
た

設
備
ご

と
に

、
新

規
採

用
、
配

置
転

換
等

を
問

わ
ず
、
各

月
末

現
在
の
従
業
者
数
を
記
入
す
る
こ
と
。
一
の
従
業
者
が
２
以
上
の
取
得
等
を

し

た
設
備
に
従
事
し
て
い
る
場
合
は
、
重
複
し
て
計

上
す

る
こ

と
な

く
、

勤
務

時
間

そ
の

他
の

事
情

を
考

慮
し

て
各

欄
に
適
宜
振
り
分
け
て
計
上
す
る
こ
と
。
 

 
３

 
⑨
の
(
ｱ)
欄
に
は
、
新
潟
県
内
に
有
す
る
事
務

所
又

は
事

業
所

の
従

業
者

で
①

か
ら

⑥
ま

で
に

掲
げ

る
者

以
外

の
各

月
末
現
在
の
従
業
者
数
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
４
 
①
か
ら
⑥
ま
で
及
び
⑨
の
(
ｲ
)
欄
に
は
、
所
得
税

の
課
税

標
準

の
算

定
期

間
（

以
下

「
算

定
期

間
」

と
い

う
｡
)
の

末
日
現
在
の
従
業
者
数
を
上
記
２
及
び
３
に
準
じ
て
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
５
 
①
か
ら
⑥
ま
で
及
び
⑨
の
(
ｳ
)
欄
に
は
、
(
ｲ
)
欄

の
従
業

者
数

（
次

の
(
1
)
か

ら
(
3
)
ま
で

に
掲

げ
る

設
備

に
あ

っ
て

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
算
式
に
よ
っ

て
算

出
し

た
従

業
者

数
（

そ
の

数
に

１
人

に

満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
１
人

と
す

る
｡
)
）
を

記
入

す
る

こ
と

。
な

お
、
月
数

は
、
暦

に
従
っ

て
計

算
し
、
１
月
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
１
月
と

す
る

。
 

 
 
(
1
)
 
算
定
期
間
の
中
途
で
取
得
等
を
し
た
設
備
 

 

(
ｲ
)
欄

の
従
業
者
数
×
 
当
該
設
備
を
事
業
の
用

に
供

し
た
日

か
ら
算

定
期

間
の
末

日
ま
で
の
月

数
 

算
定

期
間

の
月
数

 
  
 
(
2
)
 
算

定
期
間
の
中
途
で
廃
止
し
た
設
備
 

 

廃
止
し
た
日
の
属
す
る
月
の
前
月
末
現
在
の

従
業

者
数

×
 
算

定
期

間
の

初
日

か
ら

当
該

設
備

を
廃

止
し

た
日

ま
で
の
月
数
 

算
定

期
間

の
月
数

 
  
 
(
3
)
 
算

定
期
間
の
各
月
の
末
日
現
在
の
従
業
者
数

の
う

ち
最

も
多

い
数

が
最

も
少

な
い

数
の

２
倍

を
超

え
る

設
備

 
 

算
定
期
間
の
各
月
の
末
日
現
在
の
従
事
者

数
を
合

計
し

た
数
 

算
定
期
間
の
月
数
 

           

 

（
裏

）
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第３号様式（第３条関係） 

  整 理 番 号 ※ 管理番号 ※ 

    付 

処
理
事
項 

※ 発 信 年 月 日 確 認 欄 精査

検算 

台帳

登載 
    

通信日付印 確認印     担当 

受 
 

 

 

印 年 月 日                 

    所 在 地   事 業 種 目  

  年  月  日 

 

地域振興局長  様 

法 人 名   
資 本 金 の 額 又 は 

出 資 金 の 額 
円 

代 表 者 

氏 名 
 

この申告に応答する

係及び担当者氏名 

係 

 

経理責任者 

氏 名 
 電 話 番 号   

法人事業税課税免除適用申告書     

中 間 

確 定 

修 正 

    年    月    日から 

    年    月    日まで 
の事業年度分 

事 業 の 区 分 地方税法第72条の２第１項 

第１号 

第２号 

第３号 

に掲げる事業 

新潟県分の所得金額の総額 円 

新潟県分の収入金額の総額 円 

  摘        要   
課税免除の適用 

部分の課税標準 

そ の 他 の 部 分 

課 税 標 準 税 率 税 額 

所

得

割 

年400万円以下の金額         

年400万円を超え年800

万円以下の金額 
        

年800万円を超える金額         

合      計     

軽減税率不適用法人の

金額又は地方税法第72

条の２第１項第３号に

掲げる事業に係る金額 

        

付 加 価 値 割         

資 本 割         

収 入 割         

事 業 税 額 計       (ｱ) 

既に納付の確定した当期分の事業税額  (ｲ) 

こ の 申 告 に よ り 納 付 す べ き 事 業 税 額 (ｱ)－(ｲ)   

還 付 請 求 税 額    

備 考  

 

 

 

 

 

（表） 
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注 １ この申告書は、新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例の課税免除の規定を適用して事

業税を申告納付する場合に、地方税法施行規則第６号様式又は第６号様式（その２）による申告書と同

時に地域振興局長に正副２通を提出すること。 

  ２ 地方税法（昭和25年法律第226号）第72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業と

を併せて行う法人及び同項第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人にあって

は、それぞれの事業に係る課税標準額の計算の別を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出す

ること。 

  ３ 地方税法第72条の２第１項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事

業を併せて行う法人にあっては、各事業に係る課税標準額の計算の別を明らかにして記載し、同項第１

号に掲げる事業及び同項第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とに分けて提出すること。 

  ４ 次の書類を添付すること。 

   (1) 事業計画書（別記第１号様式） 

   (2) 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例第２条第１項に規定する設備の取得等をした

ことを明らかにする書類 

    ア 法人税法（昭和40年法律第34号）第２条第31号に規定する確定申告書の写し 

    イ 法人税法施行規則（昭和40年大蔵省令第12号）別表16(1)又は(2)及び特別償却の付表であってこ

の申告に関するものの写し 

    ウ 法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第13条第１号から第７号までに掲げる設備の取得価額の

合計額が過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第24条の地方税の課税免除又は不均一課

税に伴う措置が適用される場合等を定める省令第１条第１号イ(1)又は(2)に定める額以上であるこ

とを証する書類 

    エ その他地域振興局長が必要と認める書類 

 

記入上の注意 

 １ ※印欄は、記入することを要しない。 

 ２ 「事業の区分」欄は、事業の区分に応じ､｢第１号｣､「第２号」又は「第３号」の該当するものを○印で

囲むこと。 

 ３ 「新潟県分の所得金額の総額」欄及び「新潟県分の収入金額の総額」欄は、非分割法人にあっては地方

税法の規定によって算出した課税標準を、分割法人にあっては同法第72条の48第１項の規定により分割し

た課税標準を記入すること。したがって、この金額は、地方税法施行規則第６号様式又は第６号様式（そ

の２）の課税標準と一致するものである。 

 ４ 「課税免除の適用部分の課税標準」欄及び「その他の部分」の「課税標準」欄は、それぞれ付表１の⑤

及び⑥欄の課税標準を移記すること。 

 ５ 「既に納付の確定した当期分の事業税額」欄の税額は、この申告書を提出する日の前日までに納付した

税額及び納付すべきことが確定した税額を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏）
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付
表
１
 

法
人

事
業

税
の
課

税
標

準
の

分
割

に
関

す
る

明
細

書
 

注
 
こ
の
付
表
は
、
地
方
税
法
の
規
定
に
よ
っ
て
算
出

さ
れ

た
課

税
標

準
を

、
課

税
免

除
の

適
用

部
分

と
そ

の
他

の
部

分
と

に
分
割
す
る
と
き
に
作
成
す
る
も
の
と
し
、
法
人
事
業
税
課

税
免
除

適
用

申
告
書
（
中
間
、
確
定
、
修
正
）
に
添
付
し
て
２

通
提

出
す

る
こ

と
。

 

  

（
表

）
 

法
人

名
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
業
 

年
度
 

 
 

年
 

 
月
 

 
日

か
ら
 

 
 

年
 

 
月
 

 
日

ま
で
 

事
業

の
 

区
分
 

地
方
税
法
第
7
2条

の
２
第
１
項
 
 

第
１
号
 

第
２
号
 

第
３
号
 

 
に
掲
げ
る
事
業
 

区
分
 

事
業

の
用

に
供

し
た
日
 

所
 

 
 

得
 
 

 
割

 
収
 
 
入
 
 
割
 

計
 

固
定
資

産
の
価

額
又
は

従
業
者

数
 

年
4
0
0
万

円
以
下

の
金

額
 

年
4
0
0
万

円
を

超
え

年
8
0
0

万
円

以
下

の
金
額

 

年
8
0
0
万

円
を

超
え

る
金

額
、
軽

減
税
率
不
適
用
法
人
 

の
金

額
又

は
地

方
税

法
第
 

7
2
条

の
２
第
１
項
第
３
号
に

掲
げ

る
事

業
に
係
る
金
額
 

収
 
入
 
金
 
額
 

課
税

標
準

 
税

率
 

税
額

 
課

税
標

準
 
税

率
 

税
額

 
課

税
標

準
 
税
率
 

税
額
 

課
税
標
準
 
税
率
 

税
額
 

課
税
標
準
 

税
額
 

総
 
 
 
額

 
 
①
 

 
 

 
 

円
 

 
 

円
 

円
 

 
 

円
 

円
 

 
 

円
 

円
 

 
円
 

円
 

円
 

課 税 免 除 の 適 用 部 分 

 
②
 
 
年
 
月
 
日
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
③
 
 

年
 

月
 

日
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
④
 
 
年
 
月
 
日
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

小
 

 
計
 ⑤
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

そ
の
他
の
部
分
 

⑥
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

合
 
 
 
計

 
 
⑦
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
備

 
 
 
 
考
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記

入
上

の
注

意
 

１
 
「
事
業
の
区
分
」
欄
は
、
事
業
の
区
分
に
応
じ

､
｢
第

１
号
｣
､
「

第
２

号
」
又

は
「

第
３

号
」

の
該

当
す

る
も

の
を

○
印
で
囲
む
こ
と
。
 

２
 
①
欄
の
「
課
税
標
準
｣
､「

税
率
」
及
び
「
税
額
」
は

、
地

方
税

法
施

行
規
則

第
６

号
様

式
の
「

所
得

割
」
欄

(
㉗

欄
を

除
く
｡
)
若
し
く
は
「
収
入
割
」
欄
（

㊲
欄
を
除
く
｡)
又
は
第
６
号
様
式
（

そ

の
２
）
の
「
所
得
割
」
欄
（
㉗
欄
及
び
㊴
欄
を
除

く
｡
)
若

し
く
は

「
収

入
割

」
欄

（
㊲

欄
及

び
㊺

欄
を

除
く

｡
)の

「
課
税
標
準
｣
､
「
税
率
」
及
び
「
税
額
」
を
移
記
す
る
こ
と
。
 

３
 
②
か
ら
④
ま
で
の
各
欄
に
は
、
課
税
免
除
の

適
用

を
受

け
る

設
備

の
名

称
を

記
入

す
る

こ
と

。
 

４
 
「

固
定
資
産
の
価
額
又
は
従
業
者
数
」
欄
に
は
、
そ

の
行
う

主
た

る
事

業
が

電
気

供
給

業
（

電
気

事
業

法
（

昭
和

3
9
年
法
律
第
1
7
0
号
）
第
２
条
第
１
項
第
２
号
に
規
定
す
る
小
売
電
気
事
業
（

こ

れ
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
｡
)
を
除
く
。
以
下
同
じ

｡
)
、

ガ
ス

供
給

業
又

は
倉

庫
業

の
法

人
の

場
合

は
申

告
者

が
新

潟
県
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所
の
固
定
資

産
の

価
額
（

主
た

る
事

業
が

電
気
供
給
業
又
は
ガ
ス
供
給
業
の
法
人
に
あ
っ
て

は
、

当
該

固
定

資
産

の
価

額
の

う
ち

製
造

事
業

用
、

情
報

サ
ー

ビ
ス
業
等
用
、
農
林
水
産
物
等
販
売
業
用
又
は
旅
館
業
用
の
設
備

に
係

る
固
定

資
産
の
価
額
）
を
記
入
し
、
そ
れ
以
外
の
法
人
の

場
合

は
申

告
者

が
新

潟
県

内
に

有
す

る
事

務
所

又
は

事
業

所
の

従
業
者
の
数
を
次
の
要
領
で
記
入
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て

､
｢
固

定
資

産
の
価
額
」
及
び
「
従
業
者
」
の
意
義
は
、
地
方

税
法

施
行

規
則

第
６

条
の

２
の

２
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

 

 
(
1
)
 
②
か
ら
⑤
ま
で
及
び
⑦
の
各
欄
に
は
、
そ
れ

ぞ
れ

付
表
２

の
①

、
③

、
⑤

、
⑦

及
び

⑫
の

(
ｳ
)
欄

(
(
ｴ
)欄

に
数

値
の
記
入
が
あ
る
場
合
は
、
(
ｴ
)
欄
。
以
下
同
じ
｡
)
の
数
値
を
移
記
す
る
こ

と
。
 

 
(
2
)
 
⑥
欄
に
は
、
付
表
２
の
⑧
及
び
⑪
の
(
ｳ)
欄

の
数

値
の
合

計
数

を
記

入
す

る
こ

と
。
 

５
 
②
か
ら
④
ま
で
及
び
⑥
の
各
欄
の
課
税
標
準

は
、
①

欄
の
課

税
標

準
を

､
｢固

定
資

産
の

価
額

又
は

従
業

者
数

」
欄

の
固

定
資
産
の
価
額
又
は
従
業
者
数
に
よ
っ
て
あ
ん
分
し
て
記
入
す
る
こ

と
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
額
に
1
,
0
0
0
円
未
満

の
端

数
が

あ
る

と
き

、
又

は
そ

の
全

額
が

1
,0
0
0
円

未
満

で
あ

る
と

き
は
、
そ
の
端
数
金
額
又
は
そ
の
全
額
を
切
り
捨
て
る
こ
と
。
 

６
 
税
額
に
1
00
円
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
、

そ
の

端
数
を

切
り

捨
て

る
こ

と
。

 

                

（
裏

）
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付
表
２
 

新
潟

県
内

に
有
す

る
事

務
所

又
は

事
業

所
の

従
業

者
の

内
訳
 

法
人

名
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事
業
 

年
度
 

 
 

年
 

 
月
 

 
日

か
ら
 

 
 

年
 

 
月
 

 
日

ま
で
 

事
業

の
 

区
分
 

地
方
税
法
第
7
2条

の
２
第
１
項
 
 

第
１
号
 

第
２
号
 

第
３
号
 

 
に
掲
げ
る
事
業
 

 
 

設
備
 

の
名
称
 

 
 

事
業
年
度
中
の
月
末
・
期

末

の
従
業

者
数

等
 

 従
業
者
の
従
事
区
分
 

月
末

現
在

の
従
業

者
数

(
ｱ
)
 

期
末

現
在

の

従
業

者
数

 

 
 
(
ｲ
)
 

事
業
税
の
課
税
標
準
 

の
分

割
の

基
礎

 
月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

月 末 

計 

従
業
者
数
 

(
ｳ
)
 (
ｳ
)
の
算
式
 従

業
者
数
 

(
ｴ
)
 

取 得 等 を し た 設 備 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直
接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ①

 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

人
 

 
人
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ②
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直
接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ③

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ④
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直
接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ⑤

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ⑥
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小
計
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
直

接
 

従
事
す
る
従
業
者

 
 
 

 
 ⑦

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

取
得
等
を
し
た
設
備
に
伴
う
 

事
務
職
員
等
 
 
 
 
 
 

 ⑧
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

新
潟
県
内
に
有
す
る
事

務
所
又
は
事
業
所
の
従

業
者
で
①
か
ら
⑥
ま
で

に
掲
げ
る
者
以
外
の
者
 

地
方
税
法
第
7
2条

の
4
8
第
４
 

項
第
１
号
に
規
定
す
る
事
業
 

所
等
の
従
業
者
 
 
 
 
 

 ⑨
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

⑨
以
外
の
従
業
者

 
 

 
 
 
⑩

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
小
 
 
 
計
 
 
 

 ⑪
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
合

 
 
 
 
計
（
⑦
＋
⑧
＋
⑪
）
 
 
 
 

 
⑫

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

注
 
こ
の
付
表
は
、
付
表
１
に
掲
げ
る
従
業
者
数
の
算

出
の

明
細

を
な

す
も

の
で

あ
り

、
付

表
１

に
添

付
し

て
２

通
提

出
す
る
こ
と
。
な
お
、
そ
の
行
う
主
た
る
事
業
が
電
気
供
給
業
、

ガ
ス
供

給
業

又
は
倉
庫
業
の
法
人
に
あ
っ
て
は
提
出
す
る
こ
と

を
要

し
な

い
。

 

 

（
表

）
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記
入
上
の
注
意
 

１
 
「
事
業
の
区
分
」
欄
は
、
事
業
の
区
分
に
応
じ

､
｢
第

１
号
｣
､
「

第
２

号
」
又

は
「

第
３

号
」

の
該

当
す

る
も

の
を

○
印
で
囲
む
こ
と
。
 

 
２

 
①
か
ら
⑥
ま
で
の
(
ｱ
)欄

に
は
、
取
得
等
を
し
た

設
備
ご

と
に

、
新

規
採

用
、
配

置
転

換
等

を
問

わ
ず
、
各

月
末

現
在
の
従
業
者
数
を
記
入
す
る
こ
と
。
一
の
従
業
者
が
２
以
上
の
取
得
等
を

し

た
設
備
に
従
事
し
て
い
る
場
合
は
、
重
複
し
て
計

上
す

る
こ

と
な

く
、

勤
務

時
間

そ
の

他
の

事
情

を
考

慮
し

て
各

欄
に
適
宜
振
り
分
け
て
計
上
す
る
こ
と
。
 

 
３

 
⑨
及
び
⑩
の
(
ｱ
)
欄
に
は
、
新
潟
県
内
に
有
す
る

事
務
所

又
は

事
業

所
の

従
業

者
で

①
か

ら
⑥

ま
で

に
掲

げ
る

者
以

外
の
各
月
末
現
在
の
従
業
者
数
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
４
 
①
か
ら
⑥
ま
で
、
⑨
及
び
⑩
の
(
ｲ
)
欄
に
は
、
法

人
税
の

課
税

標
準

の
算

定
期

間
（

以
下

「
算

定
期

間
」

と
い

う
｡
)
の
末
日
現
在
の
従
業
者
数
を
上
記
１
及
び
２
に
準
じ
て
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
５
 
①
か
ら
⑥
ま
で
、
⑨
及
び
⑩
の
(
ｳ
)
欄
に
は
、
(
ｲ
)
欄
の

従
業

者
数

（
次

の
(
1
)
か

ら
(3
)
ま

で
に

掲
げ
る

設
備

に
あ

っ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
算
式
に

よ
っ

て
算

出
し

た
従

業
者

数
（

そ
の

数
に

１

人
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を

１
人

と
す

る
｡
)
)
を

記
入

す
る

こ
と

。
な

お
、
月

数
は

、
暦
に

従
っ

て
計
算
し
、
１
月
に
満
た
な
い
端
数
を
生
じ
た
と
き
は
、
こ
れ
を
１
月
と

す

る
。
 

 
 
(
1
)
 
算

定
期
間
の
中
途
で
取
得
等
を
し
た
設
備
 

 

(
ｲ
)
欄
の
従
業
者
数
×
 
当
該
設
備
を
事
業

の
用

に
供

し
た
日

か
ら
算

定
期

間
の
末

日
ま
で
の
月

数
 

算
定

期
間

の
月
数

 
  
 
(
2
)
 
算

定
期
間
の
中
途
で
廃
止
し
た
設
備
 

 

廃
止
し
た
日
の
属
す
る
月
の
前
月
末
現
在
の

従
業

者
数

×
 

算
定

期
間

の
初
日

か
ら

当
該

設
備

を
廃

止
し

た
日

ま
で
の
月
数
 

算
定

期
間

の
月
数

 
  
 
(
3
)
 
算

定
期
間
の
各
月
の
末
日
現
在
の
従
業
者
数

の
う

ち
最

も
多

い
数

が
最

も
少

な
い

数
の

２
倍

を
超

え
る

設
備

 
 

算
定
期
間
の
各
月
の
末
日
現
在
の
従
事
者

数
を
合

計
し

た
数
 

算
定
期
間
の
月
数
 

  
６

 
(
ｴ
)
欄
は
、
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が

１
億

円
以

上
の

法
人

に
限

り
次

の
要

領
で

記
入

す
る

こ
と

。
 

 
 
(
1
)
 
①

か
ら
⑥
ま
で
の
(
ｴ)
欄
に
は
、
取
得
等
を

し
た

設
備
が

製
造

業
を

行
う

法
人

の
工

場
で

あ
る

場
合

は
(
ｳ
)
欄

の
数
値
に
(
ｳ
)
欄
の
数
値
（
当
該
数
値
が
奇
数
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
数
値

に

１
を
加
え
た
数
値
）
の
２
分
の
１
に
相
当
す

る
数

値
を

加
え

た
数

値
、

そ
れ

以
外

の
設

備
で

あ
る

場
合

は
(
ｳ
)欄

の
数
値
を
記
入
す
る
こ
と
。
 

 
 
(
2
)
 
⑨
の
(
ｴ
)
欄
に
は
、
(
ｳ)
欄
の
数
値
に
(ｳ
)
欄

の
数

値
（
当

該
数

値
が

奇
数

で
あ

る
場

合
に

は
、
当

該
数
値

に
１

を
加

え
た
数
値
）
の
２
分
の
１
に
相
当
す
る
数
値
を
加
え
た
数
値
を
記
入

す
る

こ
と
。
 

 
 
(
3
)
 
⑩
の
(
ｴ
)
欄
に
は
、
(ｳ
)
欄
の
数
値
を
記
入

す
る

こ
と
。

 

     

（
裏

）
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第４号様式（第３条関係） 

  整 理 番 号 ※ 管理番号 ※ 

   付 

 

処
理
事
項 

※ 発 信 年 月 日 確 認 欄 精査

検算 

台帳

登載 
    

通信日付印 確認印     担当 

受 

  

印 年 月 日                 

    
所 在 地   事 業 種 目  

  年  月  日 

 

 

地域振興局長  様 

法 人 名   
資 本 金 の 額 又 は 

出 資 金 の 額 
円 

代 表 者 

氏 名 
 

この申告に応答する 

係及び担当者氏名 

係 

 

経 理 責 任

者 氏 名 
 電 話 番 号   

法人事業税課税免除適用申告書（予定） 

    年    月    日から 

    年    月    日まで 
の事業年度分 

事 業 の 区 分 地方税法第72条の２第１項 

第１号 

第２号 

第３号 

に掲げる事業 

こ の 申 告 の 期 間 前 事 業 年 度 の 期 間 前事業年度の事業税額 納付すべき事業税額 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 

  年  月  日から 

  年  月  日まで 
円 円 

前 事 業 年 度 の 事 業 税 の 明 細 書 

  摘        要   
課 税 免 除 の 適 用 

部 分 の 課 税 標 準 

その他の部分 

課 税 標 準 税 率 税 額 

所

得

割 

年400万円以下の金額     

年400万円を超え年800

万円以下の金額 
    

年800万円を超える金額     

合      計     

軽減税率不適用法人の

金額又は地方税法第72

条の２第１項第３号に

掲げる事業に係る金額 

    

付 加 価 値 割     

資 本 割     

収 入 割     

合 計 事 業 税 額     

備 考   

 

 

 

 

 

 

 

（表） 
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注 １ この申告書は、新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例の課税免除の規定を適用して事

業税を申告納付する場合に、地方税法施行規則第６号の３様式又は第６号の３様式（その２）による予

定申告書と同時に地域振興局長に正副２通を提出すること。 

  ２ 地方税法第72条の２第１項第１号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人及び同

項第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とを併せて行う法人にあっては、それぞれの事業に係

る課税標準額の計算の別を明らかにして記載し、それぞれの事業ごとに提出すること。 

  ３ 地方税法第72条の２第１項第１号に掲げる事業、同項第２号に掲げる事業及び同項第３号に掲げる事

業を併せて行う法人にあっては、各事業に係る課税標準額の計算の別を明らかにして記載し、同項第１

号に掲げる事業及び同項第２号に掲げる事業と同項第３号に掲げる事業とに分けて提出すること。 

 

記入上の注意 

 １ ※印欄は、記入することを要しない。 

 ２ 「事業の区分」欄は、事業の区分に応じ､｢第１号」、「第２号」又は「第３号」の該当するものを○印で

囲むこと。 

 ３ 「納付すべき事業税額」欄には、地方税法第72条の26第１項から第４項まで及び第６項の規定によって

算出した事業税額を記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 
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第５号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 

不 動 産 の 

取 得 者 

住 所   

氏名又は名称   

課税免除を受けようとする不動産 

土 

 

 

 

 

 

地 

所 在 地 地 目 

取 得 面 積 
左 の う ち

申 請 面 積 申請部分の

用 途 

取 得 年 月 日 

登記 実測 登記 実測 
建 設 着 手 

（ 予 定 ） 年 月 日 

    
㎡ 

 

㎡ 

 

㎡ 

 

㎡ 

 
  

・ ・ 

・ ・ 

              
・ ・ 

・ ・ 

              
・ ・ 

・ ・ 

              
・ ・ 

・ ・ 

家 

 

 

 

 

 

屋 

所 在 地 用 途 構 造 床 面 積 
左 の う ち 

申 請 面 積 

取 得 年 月 日 

事 業 供 用 

（ 予 定 ） 年 月 日 

      
㎡ 

 

㎡ 

 

・ ・ 

・ ・ 

          
・ ・ 

・ ・ 

          
・ ・ 

・ ・ 

          
・ ・ 

・ ・ 

申請前

の課税 

課 税 年 度 納 税 通 知 書 番 号 納 期 限 税 額 

年度 第     号   年  月  日   

 

 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則第３条第１項の規定により、不動産取得税の

課税免除を申請します。 

 

  年  月  日  

 

 地域振興局長    様 

 

申請者             

 

注 次の書類を添付すること。 

 １ 事業計画書（別記第１号様式） 

 ２ 家屋及び土地の取得価額及び取得年月日を証する書類 

 ３ 家屋及び土地の登記事項証明書 

 ４ 家屋の建設に着手したことを証する書類 
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第６号様式（第３条関係） 

固定資産税課税免除申請書 

 

住 所   

氏 名 又 は 名 称   

資 産 の 種 類 大 規 模 償 却 資 産 申 告 書 の 価 額 

課 税 免 除 の 適 用 を 受 け る 

大 規 模 償 却 資 産 の 価 額 

（付表(ｹ)欄の価額） 

構 築 物 

円 円 

機 械 及 び 装 置     

船 舶     

航 空 機     

車 両 及 び 運 搬 具     

工具、器具及び備品     

計     

 

 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則第３条第１項の規定により、固定資産税の課

税免除を申請します。 

 

  年  月  日  

 

 地域振興局長    様 

 

申請者             

 

注 次の書類を添付すること。 

 １ 事業計画書（別記第１号様式） 

 ２ 大規模償却資産の取得価額及び取得年月日を証する書類 
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付
表
 

課
税

免
除

の
適
用

を
受

け
る

大
規

模
償

却
資

産
の

明
細
書
 

 
（
第
 
 
次
大
規
模
償
却
資
産
）
 

資
産

区
分
 

前
年

前
に

取
得

し
た

も
の
 

前
年

中
に

取
得

し
た

も
の
 

  

価
 
額
 

(
ｵ
)
＋
(
ｸ
)
 

 
(
ｹ
)
  

 
年
 

１
月
１
 

日
現
在
 

の
帳
簿
 

価
額
 (
ｺ
)
 

備
考
 

種
類
 設

備
の

種
類
 

構
造
又

は
用
途
 
細
目
 
数
量
 
耐
用
 

年
数
 取

得
の

年
月
 

 前
年

度

の
価

額
 

(
ｱ
)
 前

年
中

に
減

少

し
た

資
産

の
前

年
度

の
価

額
 (
ｲ
)
 

 

(
ｱ
)
－

(
ｲ
)
  

(
ｳ
)
 

 

減
価

残
存

率
 

（
１

－
減

価
率
）
 

(
ｴ
)
 

 

(
ｳ
)
×

(
ｴ
)
  

(
ｵ
)
 

 取
得
 

価
額
 

(
ｶ
)
 

減
価
残
存
率
 

 

(
ｶ
)
×
(
ｷ
)
  

(
ｸ
)
 

(
１
－
 減

価
率
 
)
 

２
 

(
ｷ
)
 

 
 

    

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

    

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

計
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
表

）
 



  

21 

記
入

上
の

注
意

 

 
１

 
「

種
類

」
欄

に
は

資
産

の
種

類
（

構
築

物
、

機
械

及
び

装
置

、
船

舶
、

航
空

機
、

車
両

及
び

運
搬

具
並

び
に

工
具

、
器

具
及

び
備

品
）

を
記

入
し

、
資

産
の

種
類

ご
と

に

合
計

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
 

 
２

 
「

設
備

の
種

類
」

欄
､
｢
構

造
又

は
用

途
」

欄
､
｢
細

目
」

欄
及

び
「

耐
用

年
数

」
欄

に
は

、
減

価
償

却
資

産
の

耐
用

年
数

等
に

関
す

る
省

令
（

昭
和

4
0
年

大
蔵

省
令

第
1
5

号
）

別
表

第
１

、
別

表
第

２
、

別
表

第
５

か
ら

別
表

第
７

ま
で

及
び

別
表

第
９

に
掲

げ
る

「
設

備
の

種
類

｣
､
「

構
造

又
は

用
途

」
、
「

細
目

」
及

び
「

耐
用

年
数

」
を

記
入

す

る
こ

と
。

 

 
３

 
「

減
価

残
存

率
」

欄
の

「
減

価
率

」
は

、
資

産
の

耐
用

年
数

に
応

じ
、

地
方

税
法

第
3
8
8
条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
く

固
定

資
産

の
評

価
の

基
準

並
び

に
評

価
の

実
施

の

方
法

及
び

手
続

（
昭

和
3
8
年

1
2
月

自
治

省
告

示
第

1
5
8
号

）
別

表
第

1
5
か

ら
求

め
る

こ
と

。
 

 
４

 
「

 
 

年
１

月
１

日
現

在
の

帳
簿

価
額

」
欄

に
は

、
所

得
税

法
又

は
法

人
税

法
の

規
定

に
よ

る
所

得
の

計
算

上
損

金
又

は
必

要
経

費
と

し
て

控
除

す
べ

き
減

価
償

却
費

の

計
算

の
基

礎
と

な
る

べ
き

１
月

１
日

現
在

に
お

け
る

償
却

資
産

の
価

額
を

記
入

す
る

こ
と

。
 

                      

（
裏

）
 



 

22 

2
2
 

第７号様式（第４条関係） 

    付 

  受   印            個人事業税課税免除申請書 

 

事業所所在地   

氏 名   業 種 
畜産業 

水産業 

     年分     所 得 金 額 円 

課 税 免 除 を 受 け た 最 初 の 年 度 年度 

事業主及びその同居の親族の労働日数 

（付表(ｱ)欄の日数） 

 

(ｱ) 
日 

延べ労働日数 

（付表(ｲ)欄の日数） 

 

(ｲ) 
日 

事業主及びその同居の親族の労働日数の割合 
(ｱ) 

× 100 ％ 
(ｲ) 

  

 新潟県過疎地域における工場等の誘致等に関する条例施行規則第４条第１項の規定により、個人事業税の課

税免除を申請します。 

 

  年  月  日  

 

 地域振興局長    様 

 

住 所             

氏 名             

 

注 １ 「所得金額」欄には、事業主控除前の所得金額を記入すること。 

  ２ 「課税免除を受けた最初の年度」欄は、初めて課税免除の申請をする者は記入しないこと。 
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付
表
 

事
業

を
行

っ
た
労

働
日

数
の

内
訳

書
 

 

事 業 主 及 び そ の 同 居 の 親 族 

氏
名
 

年
齢
 

事
業

主
と

の
続

柄
 

月
別

事
業

従
事

日
数
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

６
 

７
 

８
 

９
 

1
0
 

1
1
 

1
2
 

計
 

 
 

 
 

本
人

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 

人
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
(
ｱ
)
 

雇 用 従 業 者 

氏
名
 

年
齢

 
住

所
 

月
別

事
業

従
事

日
数
 

１
 

２
 

３
 

４
 

５
 

６
 

７
 

８
 

９
 

1
0
 

1
1
 

1
2
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

計
 

人
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

合
計

 
人

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
(
ｲ
)
 

 
注

 
「

親
族

」
と

は
、

配
偶

者
、

６
親

等
内

の
血

族
及

び
３

親
等

内
の

姻
族

を
い

う
。
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第８号様式（第５条関係） 

 

事業承継届 

 

 

  年  月  日  

 

地域振興局長    様 

 

 

住 所 

氏 名 

法人にあっては、名 

称及び代表者の氏名 

 

 

 下記のとおり工場等に係る事業を承継したので、新潟県過疎地域における工業等の誘致等に関する条例施行

規則第５条の規定により届け出ます。 

 

 

記 

 

 

１ 工場等の名称 

 

 

２ 工場等の所在地 

 

 

３ 被承継者 

 (1) 住所 

 

 (2) 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

 

４ 承継の原因 

 

 

５ 承継年月日 

     年  月  日 

 

 

６ 承継後の工場等の業種、内容及び能力 

 

 

 注 承継を証する書類を添付すること。 


